
導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

   朝日町は三重県北東部に位置し、名古屋圏及び四日市市・桑名市に近接してい

る。面積は５．９９平方キロであり、三重県内で最も小さい面積であるが、交通

の利便性の向上、丘陵地の住宅地開発などにより飛躍的に人口が増加しており、

平成２２年国勢調査において人口増加率全国一の自治体となった。平成３０年度

末人口１０，７９６人のうち、１５歳未満人口が２０．６％、１５歳～６４歳人

口が６０．４％、６５歳以上人口が１９．０％となっており、平均年齢の低い活

力あふれるまちである。 

  平成２６年度経済センサスによると、全民営事業所数は２９１であり、うち１

次産業が２事業者、２次産業が８３事業者、３次産業が２０６事業者である。産

業大分類の業種としては、上位より卸売・小売業が５３事業者、製造業が５１事

業者、建設業が３２事業者となっており、これら３業種で４６．７％を占めてい

る。 

  全民営事業者数２９１のうち、一部の大企業関連企業を除き大多数が中小企業・

小規模事業者である。朝日町と川越町の両町を管轄とする朝明商工会が平成２９

年２月に実施した会員を対象とした調査によると、経営上の課題として「人材不

足」を挙げている事業所が最も多く、「人材育成」「施設・設備の老朽化」と続いて

いる。 

 

（２）目標 

   中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策

定し、中小企業・小規模事業者にとって経営上の課題となっている「人材不足」

「人材育成」「施設・設備の老朽化」などの解決の一助となる先端設備等の導入を

促す。これにより、朝日町の中小企業・小規模事業者の高度化を図り、飛躍的に

増加した人口との相乗効果により厳しい時代においても持続的に発展するまち

となっていくことが期待される。これを実現するため先端設備等導入計画の認定

事業者数５事業者を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

   先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標と

する。 

 

２ 先端設備等の種類 

朝日町の産業は、農業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が朝日町の



経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必

要がある。したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画に

おいて対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端

設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  朝日町は概ねＪＲ関西本線を境に平地６０％、丘陵地４０％に区分される。平地

において主として農業、製造業、サービス業の事業者が広範に存在し、丘陵地にお

いてもサービス業の事業者が点在しているため、本計画の対象区域は、町内全域と

する。 

（２）対象業種・事業 

朝日町の産業は、農業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が朝日町

の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現す

る必要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT 導入に

よる業務効率化、省エネの推進等、多様である。したがって本計画においては、労

働生産性が年率３％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象と

する。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  国が同意した日から５年間とする。 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

３年間、４年間または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用の

安定に配慮する。 

公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先端

設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

 

 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。 

 


